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1．はじめに
　最近のわが国における環境問題を重視する根底
にあるのは，指摘するまでもなく「大量生産・大量
消費」による「大量廃棄型社会」への反省である。
　この反省を基に，社会を健全に発展させ，経済
社会やライフスタイルを「持続可能型」に変革す
ることを目指して，2000年以降，「循環型社会形
成推進基本法」をはじめ，環境問題に関連する法
案が大幅に整備された。そして，2003年には「循
環型社会形成推進基本計画」も策定された。
　しかしながら，その一方で大規模な不法投棄が
社会問題化しており，その中でも不法投棄に占め
る建設廃棄物の比率は，投棄件数の70％（651件），
投棄量の61％（19万トン）に達し，依然として大
きな数値を示している。（図1参照）
平成14年度不法投棄廃棄物の種類と量
かつ環境問題に対する重要な対応施策であるとい
う認識がある。そして，多くの住宅メーカーが住
宅のハード面やソフト面にわたる多様な施策を講
じている。
　本稿は，この「住宅の長寿油化」に対する具体
的な取組みについて，わが国の住宅メーカー（積
水ハウス株式会社：本社　大阪市。以下，「同社」
と略称する。）の事例を紹介するものである。
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図1　建設廃棄物の排出量（2000年＝環境省調査）
　かかる状況の下で，住宅の建設業界においては，
意欲的な取組みが目立っている。その根底には，
廃棄物を発生させないためには短期間での建替え
を抑制し，建物を長く愛着を持って使う　（住み続
ける）という「住宅の長寿命化」が最も根本的で，
2．住宅の長寿命化における2つの基本性能
2．1住宅の耐久性能
　住宅に限らず製品が長寿命であるためには，そ
の物理的耐久性が重要となる。
　降水量が多く高湿度の気候であるわが国におい
ては，この気候が木造住宅の土台や柱・梁を腐食
させたり，鉄骨住宅における鉄骨に錆を発生させ
たりして，住宅の強度や耐久性を低下させること
が多い。
　同社は，住宅の主要構造部材である鉄骨の鋼材
に対して「カチオン式電着塗装」による防錆性の
高い3重電着塗装を施している。また，多湿な気
候への対策として，空気の流れで住宅の外壁の壁
体内を乾燥状態に保つ「壁体内通気工法」を開発
している。
　これらの相乗効果により鉄骨の劣化防止が可能と
なり，住宅の寿命を約75～90年間に延ばしている。
　なお，この電着塗装については，2003年度内に
同社の全工場で無鉛塗料への切り替えを完了して
いる。
2．2住宅の耐震性能
　住宅という製品については，特にわが国では，
他の製品にはない特徴として地震に対する耐久性
（耐震性能）が極めて重要視されている。
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　死者6，433名を出した1995年の阪神・淡路大震災
では，倒壊（全・半壊）建物が249，180棟（消防庁
調べ）あり，死亡者の死亡原因の約84％が住宅な
どの建物の倒壊を原因とするものであった。この
倒壊は，腐食による主要構造部の木材の劣化や錆
による鉄骨の強度劣化がその主要な原因であった。
　こうした事実が明らかにされながら，従来から
わが国の住宅については，その耐震性能は決して
高くないことが指摘されている。
　例えば，全国の工務店やリフォーム店約660社
で構成される「日本木造住宅耐震補強事業者協同
組合（＝木塩基）」が1998～2003年に実施した耐
震診断の結果によれば，診断対象である73，711棟
の住宅（平均築年数は約23．3年）のうち，約50％
が大地震時に「倒壊または大破壊の危険」がある
と診断され，「やや危険」と診断された住宅を含
むと実に約74％は耐震性に不安があると診断され
ている（図2参照）。
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図2　木耐協による耐震診断の結果（2004年）
　さらに，同調査では，建築基準法の耐震基準が
厳しくなった1981年以降に竣工した住宅のみを対
象としても「倒壊または大破壊の危険」があると
診断された住宅が約34％にのぼり，「やや危険」
があると診断された住宅を含めると約60％は耐震
性に不安があると報告されている。
　耐震性能を含め，高品質な住宅を安心して取得
できるようにするために2000年4月に「住宅の品
質確保の促進等に関する法律」が施行された。そ
の中に，第三者機関による住宅の多様な性能をわ
かりやすく表示する「住宅性能表示制度」が定め
られた。
　この制度には9分野28項目が「モノサシ」とし
て定められているが，同社は，その構造躯体につ
いて「劣化の軽減（耐久性）」と「構造の安定・
耐震性」の項目で最高等級を標準仕様として採用
している。
3．住宅の長寿命化における新たな取組み
3．1免震性能の向上
　前節で述べた耐震性能の高い住宅は，物理的安
全性を確保はしている。しかし，日常，安心して
住むことを可能にするためには，それだけではな
く，地震時に住宅が揺れることからくる精神的恐
怖感からヒトを解放することに対する配慮が必要
である。
　一般的に耐震性能の高い住宅とは，水平方向の
地震力に対して，いわばしっかりと踏ん張る十分
な強度を備えた住宅である。同社の住宅は，鉄骨
系・木造系もこれが標準仕様となっている。これ
により，大地震に対しても住宅が倒壊せずに人命
の保護をはかることを可能にしている。
　しかし，地震の揺れ自体はそのまま伝わるため
に住宅は確実に揺れる。また，大地震では住宅が
そのエネルギーを吸収し，主要な構造部の全部や
一部が変形することもある。同社は，この揺れに
よる精神的恐怖感を解消するために，上記の標準
仕様の上位段階として，免震住宅を開発している。
　免震住宅とは，免震性能の高い住宅である。具
体的には，水平方向の地震力に対して踏ん張るの
ではなく，地震のエネルギーを吸収する特殊な装
置や構造を施すことで，揺れが住宅にさほど伝わ
らず，揺れが大幅に軽減される住宅である。よっ
て，地震時には，住宅内での精神的恐怖感も大幅
に軽減される。さらには，家具や家財の転倒や破
壊を防ぎ，人命の保護や住宅を倒壊等から守るこ
とが可能になる。
　同社の免震住宅は，基礎の上に免震層を設け，
その上に住宅の建物がのる二重構造である。さら
に，その免震層に設置した「免震支承」と「オイ
ルダンパー」とによって地震の揺れを吸収する
（図3参照）。
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　　　　　図3　免震住宅の仕組み
　この「免震支承」は，平常時には住宅を支え，
地震時には中に組み込まれたボールベアリングに
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よって住宅に一定以上の揺れによる力が加わらな
いように作動する。「オイルダンパー」は，住宅
に加わる地震の揺れを減衰する装置である。地震
の揺れを熱エネルギーに変換することによって，
住宅が大きく揺れることを防ぐように作動する
（図4参照）。
図4　免震支承（左）とオイルダンパー
　同社は，同社の総合住宅研究所で免震住宅と非
免震住宅の実物大振動実験を実施している。この
実験では，地震波として1995年の阪神・淡路大震
災時に神戸海洋気象台で観測された水平方向の最
大速度90kine，最大加速度818galを3次元・実波
で再現している。住宅の1階リビング・1階納
戸・2階リビング・2階キッチンの4ヶ所につい
てその被害を検証している。その結果，免震住宅
では，非免震住宅に比べて1階床レベルで約1／5
に，2階床レベルでは約1／11に，さらに屋根レベ
ルでは約1／15に揺れを低減できるという免震効果
のあることが確認されている（図5参照）。
その促進をはかることには難しい面があり，量産
によるコスト引下げが同社の課題になっている。
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3．2防犯性能の向上
　昨今，窃盗・侵入犯（空き巣）等による住宅侵
入の被害は増加の一途をたどっており，住宅にお
ける防犯性能の向上は重要な課題になっている
（図6［指数表示］及び図7参照）。
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図6　全国の侵入犯罪推移（平成15年版警察白書）
■平成15年一般住宅対象
　　　　　空き巣の侵入手段について
　　　　　　　　　　　（警視庁データより）
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図5　実物大振動実験の結果の比較
　ただし，現在，免震住宅のこの装置の価格は，
住宅の建物価格の一割程度を要している。よって，
普及に際して政策的な補助がない等の状況’下では，
図7　空き巣の侵入手段（2003年　警視庁資料）
　これをうけて，2004年4月，国土交通省，警察
庁および建材業界団体からなる「官民合同会議」
が，住宅の侵入に5分以上を要する「防犯性能の
高い建物部品目録」を発表し，これらの積極的な
広報・普及を図ることを宣言している。
　同社では，従来，ピッキング・カム送り解錠に
ついては対策を施してきたが，これに加えて，
2002年11月より，全ての開口部（窓・ドア）の2
ロック，玄関・勝手口の鎌付き錠，および住宅の
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設計内容の工夫等によって防犯性能を向上させて
きた。
　例えば，断熱性向上を主目的として導入された
複層ガラスと2ロックの開口部をこじ破るには，
一般的な単板ガラス＋1ロックに比べて約7倍の
時間を要することが確認されている（同社実験よ
り）。
　しかしこれに留まらず，防犯基本性能の更なる
強化を目的として，2004年8月からは，全ての住
宅について「遮熱断熱・防犯合わせ複層ガラス」
を標準仕様として採用している（図8参照）。
る。また，団地内の公園等にWEBカメラを設置
し，各家庭で専用端末やパソコンで監視できる
「IT・セキュリティーシステム」が整備されて
いる（図9参照）。
購撫激講譜
図9　団地内WEBカメラと専用端末
〔遮熱断熱・防犯含1ワ世複層ガラス構遡
図8　遮熱断熱・防犯合わせ複層ガラスの断面図
　この「三熱断熱・防犯合わせ複層ガラス＋2ロ
ック」の場合，開口部のこじ破り時間は一般的な
単板ガラス＋1ロックに比べ約30倍（同社実験よ
り）に向上する。
　さらに，同社では，ガラス強化だけでなく，生
活習慣を含めた総合的な防犯対策が必要と考え
て，顧客のニーズや個々の敷地条件，建物配置，
外構などを含めた総合的な防犯提案（コンサルテ
ィング防犯）を実践している。
　具体的には，同社では侵入犯等の被害調査に基
づく防犯研究の蓄積から，個々の住宅の防犯対策
だけでなく，街ぐるみの防犯対策も重要視してい
る。同社の大型団地（例：リフレ岬・望海坂：大
阪府，e一タウン・みどり坂：広島県，コモンシ
ティー十王：茨城県など）においては団地全体で
行う「タウンセキュリティー」を実践している。
具体的には，警備会社の緊急発進拠点を団地内に
設置して，24時間体制で専任警備員が巡回してい
3．3ユニバーサルデザインの採用
　住宅は，子供から高齢者，あるいは健常者から
程度の異なる障害をもつ者まで，年齢，身体的能力
等，様々な違いを持つ家族が共に暮らす場である。
　よって，人間の身体的能力が時とともに変化す
ることを考慮すれば，これからの住宅に求められ
るそれらに配慮するレベルは，特定の障害を取り
除こうという従来のバリアフリー対応だけでは必
ずしも充分ではない。また，家庭内おける事故に
関するデータをみてもこの観点については今後さ
らに配慮することが求められている（図10参照）。
■家庭内事故による死亡者の推移
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図10　家庭内事故による死亡者の原因別推移
　よって，従来のバリアフリーの考え方をさらに
おし進めて，誰もが安心して安全に住み続けるこ
とができるように住宅，居室内空間，および住宅
を構成するすべての製品をデザインするという
「ユニバーサルデザイン」の考え方が非常に重要
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となっている。
　同社では，将来にわたって暮らしやすい住まい
を提供するために「いつも今が快適」をテーマに，
人間を住まいの根底においた独自のユニバーサル
デザイン目標を設定し，各部位・部材ごとのガイ
ドラインを策定している（図11参照）。
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図11　研究例＝安定した歩行リズムを生む階段
3．4植栽の推進
　住宅にとって，時の経過とともに建物の美観が
新築時の状態から変化することは避けられない。
しかし，建物の美観が経年変化しても，それを上
回る愛着や住宅全体の景観が育まれることで，短
期間で住宅の建替えをする傾向が強いという現状
を改善することは可能である。
　住宅の建物の美観や住宅全体の景観を維持する
ために重要な役割を果たすのが，住宅の建物を取
り囲む庭や外構の樹木などの植栽である。
　この課題に対して，同社は「5本の樹」という
造園・緑化計画を設けて対応を進めている（詳し
くは，松田・佐々木（2003）を参照）。これは，
本来，地域の在来種や自生種の樹種を選定して庭
に植栽することで鳥や蝶がやってくる豊かな住環
境を作ると同時に，そうした庭を里山のサテライ
トとすることで多様な生態系維持に役立てようと
する同社の提案のひとつである。
　この提案の結果，同社による新設住宅一戸あた
りの植栽本数が2003年度には35本になり，前年度
の約3割増となっている。
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図12　植栽の成長による約20年間の変化例
4．住宅の長寿命化のためのビジネス・モデル
4．1中古住宅の流通促進
　わが国では中古住宅（築年数のある程度経過し
た住宅）の資産評価は低く，まだ使える住宅である
にも拘らず，住宅を解体して新たに住宅を建てると
いうスクラップ・アンド・ビルドの傾向が強い。
　例えば，国土交通省が実施した『平成10年住
宅・土地統計調査』によれば，人口1000人あたり
の新設の住宅着工戸数は9．6戸であるのに対して，
中古住宅の流通戸数は0．9戸である。
　他方，アメリカの場合，新設の住宅着工戸数が
6．1戸であるのに対して，中古住宅の流通戸数は
19．1戸に及んでおり，比較すれば中古住宅の流通
戸数はアメリカの1／20という低水準である。
　こうした状況を背景に，平成14年8月には中古
住宅を対象とした性能表示制度についての基準が
公布・施行された。
　これは，中古住宅を売買する当事者（売主と買
主）間で当該住宅の現況（家の劣化の状況や不具
合等）および現状での住宅の性能情報を共有化し，
契約の透明化と円滑化を進めることによって買主
が安心して中古住宅を購入できる環境を整えるこ
とを意図したものである。
　このような状況の下，同社では独自に中古住宅
を流通させるために，「ユートラス・システム」
を構築している。これは，同社の住宅については，
新築引渡し時に提示した20年間の保証期間が終了
しても，同社が定めた基準に従って有料の審査を
受けることによって，構造躯体と防水部について
はさらに10年間保証するというシステムである。
これを実施することで，まだ使用価値のある住ま
いを建替えせずに，高品質な中古住宅としてスム
ーズに流通させることが可能となる。
4．2リモデル事業
　以上とは別に，同社では同社の中古住宅を買い
取り，新築同様にリフォームして再販売する「リ
モデル事業」をはじめている。
　具体的には，同社の住宅に住む顧客の求めに応
じて価格査定を行い，顧客から購入してリフォー
ムを施し，10年間の保証をつけて再販売するとい
うものである。
　従来の売主が仲介業者を通じて買主を探す場合
に比べて買替えの資金計画が立てやすいことか
ら，中古住宅の流通促進に資するものである。
5．むすびにかえて
以上のように，住宅については，建替えによる
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環境負荷を抑えるために長寿命化という視点から
考えると，他の消費財とはかなり異質な要素が環
境問題の延長線上で求められていることが明らか
となってくる。
　ただし，従来，消費財として扱われてきた多く
のモノについてもそれを長く大切に使用すること
の重要性においては住宅だけが特殊な製品である
わけではなく，逆にそれについてもこうした住宅
の「環境問題への対処要素」が，ある程度参考に
なると思われる。
注）本稿は，松田陽一・佐々木正顕「住宅建設に
　　おける環境問題の取組み」，環境制御，第25
　　号，2003年，13－18頁，の続編である。
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